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企業価値向上に向けた
中長期の戦略
代表取締役 社長
中西 勝也
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PER、ESG格付

サステナブルな価値向上を支える取組

ステークホルダーエンゲージメント

成長期待の向上・資本コストの低減

参考指標

1. 中長期的な企業価値向上に向けて

営業収益CF 平均成長率10%以上、
ROE 12％以上（2027年度）

Net DER 0.6倍 (上限目処）

経戦2027

経戦2027

価値創造メカニズム
磨く（Enhance）× 変革する（Reshape）× 創る（Create）の好循環モデル

財務・資本政策

創出価値・資本効率の向上

ROA、ROIC参考指標

定量目標

財務健全性

時価総額、株価、PBR、EPS、TSR

企業価値向上

参考指標

 企業価値向上に向け、不断の取り組みを推進中
 「創出価値・資本効率の向上」については、経営戦略2027で営業収益CF・ROEというKPIを掲げ、「磨く・変革する」「創る」の取り組みを加速中

ROE向上に向けて、『「磨く・変革する」「創る」を通じた収益力強化によるROAの向上』×『効果的なレバレッジの活用』を進めている
 「成長期待の向上・資本コストの低減」については、当社の戦略、「総合力」を活かした価値創造などの成長性を、開示拡充や市場との
対話を通じ、市場にご理解頂く取り組みを進めている
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政治・
地政学

• 国際政治や通商政策等の不安定化
• グローバルガバナンスの衰退

環境・社会 • 脱炭素コスト低減の遅れ等による
現実解を探る動きの加速

経済・産業 • サプライチェーン再構築／地産地消型経済への再注目
• インフレ・金利の高止まり

技術・
イノベーション

• AIの急速な進展／新たなサービス開発
• データセンター・半導体需要増に伴う旺盛な電力需要

2. 変化する外部環境と当社の役割

事業環境の複雑化と不確実性増大 当社の「総合力」× 社会課題への対応

長年にわたり培ってきた優良上流資産や、幅広い川下・消費者接点を基盤とし、
当社の「総合力」を活かした価値創造を通じて、社会課題への対応、当社の成長を実現させていく

柔軟に事業戦略を進化

多彩・
多才な
人材

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン

に
深
く
関
与

強靭な事業基盤

信用・信頼 財務健全性

知
見
の
蓄
積

グローバル
インテリジェンス

幅広い産業知見・
深いインサイト

多様な
事業モデル

グローバルな
事業展開

多様性により変化を先取り

当社の強みを結集した「総合力」

 地政学リスクの高まり、脱炭素のトランジション複線化、AI普及による産業構造・生活形態の変化などを受け、エネルギーの安定供給や
金属資源の確保、食料供給網の安定化に向けた打ち手、顧客ニーズの多様化に対するサービス提供の重要性等がより一層高まっている



5

1

© Copyright 2026 Mitsubishi Corporation

3. 当社の強みを活かした価値創造の取り組み

各領域における主要案件・事例 2030

金属資源 低炭素化に資する高品位原料炭の安定供給、電化推進に不可欠なクリティカルミネラルの取組強化
アメリカ・カッパーワールド銅鉱山

ペルー・ケジャベコ銅鉱山 チリ・ロスブロンセス銅鉱山（隣接銅鉱山との一体操業）
オーストラリア・高品位原料炭資産への集約

20272024

エネルギー
バリューチェーン

エネルギートランジション（移行期間）における天然ガス・LNG安定供給、競争力ある再エネ電源開発・需要家向け安定供給への取組強化

アメリカ・シェールガス
LNGカナダ

LNGカナダ（拡張）

ブルネイ・上流ガス
水素アンモニア

マレーシア・LNG（延長）

アメリカ・太陽光発電事業拡大
アメリカ・発電

オランダ・再生可能エネルギー
CCS/CCUS ※2欧州・蓄電池

食料資源 拡大するタンパク質需要の取り込み、食料安全保障への貢献、食×エネルギーの取組強化

アメリカ・
バイオ燃料製造 農業資材製造

搾油・バイオエタノール

畜産事業 加工機能強化
サーモン養殖事業買収 サーモン養殖事業基盤強化

イギリス・肥料資源鉱山

C to B
バリューチェーン

消費者・顧客ニーズの多様化に対応したサービス提供の取組強化、既存事業を梃にした海外での事業多角化
東南アジア・都市開発

三菱食品完全子会社化

東南アジア・ヘルスケア
フィリピン・デジタル金融

ローソン戦略的パートナー招聘

クリティカルミネラル（銅・アルミ・ボーキサイト・リチウム・ニッケル）

※1  Consumer to Business、マーケットインの発想を重視した消費者・顧客起点のビジネス
※2  Carbon Capture and Storage（CO2 回収・貯留技術）、 Carbon Capture, Utilization and Storage（CO2 回収・利用・貯留技術）

※1

 強靭な事業基盤や幅広い産業知見、グローバルインテリジェンスなどの「総合力」を活かせる事業領域において、社会課題への対応、
当社の持続的な成長を実現していく

（利益貢献想定タイミング）

投資決定・実行済 検討中
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※1  2024年度中に売却した事業のキャッシュフロー、及び事業再編の影響を除外 ※2  検討中の案件からの営業収益キャッシュフロー貢献見込み額も含む
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18,000

20,000

1.4兆円～

「磨く・変革する」「創る」を通じた稼ぐ力の伸長

0.98兆円 金属資源

エネルギー
VC

食料資源

C to B
VC 基盤事業

営業収益
キャッシュフロー

0.94
兆円
※1

領域別の営業収益キャッシュフロー
増加イメージ（億円）※2

2024年度 2027年度

ROE
12%～
(連結純利益
1.2兆円～)

ROE
10.3%
(連結純利益
0.95兆円)

営業収益CF
平均成長率

10%～

2030年度にかけて
更なる稼ぐ力の伸長、
資本効率向上を目指す

創る

新規事業

内、領域毎に目指す
営業収益CFの伸長イメージ

（27→30年度、億円）※2

金属資源

エネルギーVC

食料資源

C to B VC

＋700 ＋900
＋900 ＋350
＋400 ＋100
＋500 ＋400

基盤事業 ＋500 ＋250

創る磨く
変革する

磨く
変革する

既存事業

2030年度
イメージ

1.9兆円～

4. 中長期成長のイメージ
 「磨く・変革する」「創る」を通じ、営業収益キャッシュフロー平均成長率10%以上を持続的に実現する事業ポートフォリオの構築に取り組み中
 2028年度以降も、現在取組中の案件の推進や、構想中の案件の実現等により、利益の土台となる既存事業を強化しつつ、継続的な

資産の入替や、産業の垣根を超えた価値創造を加速させることで、持続的な成長・資本効率向上を実現していく
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2024年度 2027年度

連結純利益
（億円）

資産・事業
リサイクル
関連損益

9,507

1.2兆円～

ROE
12%～

ROE
10.3%

リサイクル・
特殊要因
2,688

巡航利益
6,819

金属資源

エネルギー
VC

食料資源

C to B
VC

基盤事業

※1  リサイクル・特殊要因＝資産回転型事業（不動産・電力）を除く資産・事業リサイクル関連損益及び特殊要因 ※2  巡航利益＝連結純利益－リサイクル・特殊要因 ※3  巡航利益の増益見込み（概算値）を示す ※4  資産回転型事業（不動産・電力）を除く ※5  検討中の案件からの利益貢献見込み額も含む

※1

※2

※4

領域別の連結純利益
増益イメージ（億円）※3,5

「磨く・変革する」「創る」を通じた収益力強化
×

財務健全性も踏まえた効果的なレバレッジの活用

（Appendix）中長期成長のイメージ（連結純利益）
 「磨く・変革する」「創る」を通じ、経戦2027の目標達成に向けた着実な取り組みが進行中
 2028年度以降も、現在取組中の案件の推進や、構想中の案件の実現等により、利益の土台となる既存事業を強化しつつ、継続的な
資産の入替や、産業の垣根を超えた価値創造を加速させることで、持続的な成長・資本効率向上を実現していく

2030年度
イメージ

磨く
変革する

既存事業

新規事業

内、領域毎に目指す
連結純利益の伸長イメージ
（27→30年度、億円）※5

金属資源

エネルギーVC

食料資源

C to B VC

＋800 ＋800
＋150 ＋300
＋300 ＋100
＋300 ＋500

創る磨く
変革する

創る

基盤事業 ＋550 ＋400

1.5兆円～



創出価値・資本効率の向上に
向けた取り組み
常務執行役員 CFO 
嶋津吉裕

2
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2

MCSV創出

個別事業強化

総合力

磨く（Enhance）
拡張・追加投資による
全事業の成長加速／
収益基盤強化

変革する（Reshape）
事業環境の変化を先取りした
業界再編に繋がるM＆A、
資本政策等

創る（Create）
新規投資／営業グループ間の
協業による相乗効果が期待できる
共創案件を通じた成長の取り込み

経営戦略2027定量目標と経営管理制度

営業収益キャッシュフロー 

平均成長率10%以上

成長性

ROE 

12%以上（2027年度）

資本効率

Net DER

0.6倍（上限目処）

財務健全性

経
営
管
理
制
度

管理CF制度
営業グループ毎に
見做しFCF>0

（経営戦略2027 3か年累計）

レバレッジの効果的な活用

• 投融資審議・モニタリング制度
• 事業戦略会議
• 「磨く・変革する」対話
• 期中フォローアップ ・・・

定
量
目
標

グループROE
全営業グループに
事業特性に応じた
ROE目標を設定

（全社ROE目標12％を按分）

営業収益CF
全営業グループに

営業収益キャッシュフロー
成長率10％以上の
中長期目標を設定

持続的な稼ぐ力の
成長の追求

事業売却・資産入替も
含めた資産効率の追求

価値創造メカニズムを支える
フォロー・モニタリング体制

1. 持続的成長を支える経営管理制度
 高い成長性と効率性の同時実現に向け、「営業収益CF目標」「グループROE目標」を設定、「管理CF制度」を適用
 価値創造メカニズムの実践と上記経営管理制度の組み合わせにより、全社として掲げる定量目標が達成される仕組み

価値創造メカニズム
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2 2. ROE目標達成に向けた制度
 各事業に設定される要求利回りの積み上げにより、各グループ／全社の見做し株主資本コストを算出
 全社ROE目標12%以上の達成に必要な超過リターンを、各グループに按分する形で各グループのROE目標を設定
 当該目標を念頭においた各事業の利回りを向上させるべく、後述するモニタリング・フォロー体制を整備

Aグループ
ROE目標

Bグループ
ROE目標

3
各グループの
資本コストに
按分

4
各グループ目標
達成のため、
モニタリング・
フォロー

全社ROE目標に基づく各グループ・事業に対する経営管理制度

Aグループ
見做し株主資本コスト

Bグループ
見做し株主資本コスト

a事業 b事業
要求利回り

c事業 d事業
要求利回り 要求利回り 要求利回り

各事業の要求利回りの加重平均に基づき算出1
業種別要求利回りを
基に、各事業の
カントリーリスク等の
個別リスク要因も反映

12％以上
（2027年度）

見做し全社株主資本コスト

全社ROE
目標

超過リターン目標
見做し全社
株主資本
コストを算出

2
ROE目標

※円の大きさはグループのリスク濃度を反映した資産規模のイメージ

金属資源

…
基盤事業

 自動車・自動車部品
 素材
 リース・販売金融…

 ヘルスケア機器・サービス
 生活必需品流通・小売
 不動産管理・開発

C to B VC
…

エネルギーVC

…

 エネルギー資源（上流）
 天然ガス（中流）
 公益事業

食料資源

…

 食品・飲料
 生活必需品流通・小売

按分された
超過リターン目標

事業の効率性改善や当社ならではの
価値創造による超過リターンの実現、
資産入替・資本再配分を通じ、
全社ROEの更なる向上を追求

見做し株主資本
コスト水準

ROE目標
（2027年度）

各業種別
要求利回り等の
加重平均

業種別要求利回り参照例

12%

ROE目標設定イメージ

註：本図はIR上の説明のため事業領域別に便宜区分して表示したものであり、実際の経営管理上のROE目標設定・モニタリングはグループ別に実施している

各事業の
カントリーリスク等の
個別リスク要因も反映

業種別要求利回り参照例

業種別要求利回り参照例 業種別要求利回り参照例

 金属資源（上流）
 商社・流通業

見做し株主資本
コスト

ROE目標

超過リターン目標

業種別要求利回り参照例
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2

経営戦略2027における経営管理サイクル個別案件の投融資・モニタリングプロセス

案件ソーシング

3. 経営目標達成に向けた経営管理サイクル・モニタリングプロセス
 個別の投融資については、定量・定性の両面で規律を以て意思決定し、毎年全事業投資先をレビューし事業環境の変化を把握
戦略・成長性や効率性をレビューし、効果的な追加投資や資産入替によるポートフォリオの質的向上に向けた取り組みを続けている

 個別案件の審議に加え、全社経営目標達成等を念頭にした各グループの事業戦略や定量計画について、毎年マネジメントにて手厚く議論

 定性チェックポイント
• 戦略との整合性
• 業界構造/事業の競争優位性
• 当社の価値貢献
• シナジー創出の権利・手段（契約条件等）
• 出口戦略 ・・・

• 投資採算
（Enterprise IRR、Equity IRR等）

• 事業計画の妥当性
• 成長性
• グロスリスクマネー ・・・

全グループ・コーポレートが審議に参加し、
専門性を集めた多面的な審議を実施

投融資審議

案件早期からコーポレート部局も関与
牽制のみならず良質化に向けて伴走支援

 定量チェックポイント

Ｚ審議ポイント例

業種・国別に市場が求める
採算水準を個別設定

年間の
経営管理

サイクルイメージ

経戦2027期間においては、主要事業を中心に
「磨く・変革する」対話も実施し、

マネジメントレベルで進捗を重点的にフォロー

経営計画書
（全経営管理先を対象）

会社戦略を踏まえ、
各グループの事業戦略や
定量計画について議論

社長・CFO・CSEO・全営業
グループCEOが参加し、知見を
共有、会社戦略との整合性、
事業間シナジー等について議論

1 事業戦略会議

主要事業の
「磨く・変革する」目標
に対する個別対話

成長に向けた戦略、
KPIの妥当性等につ
いて社長以下で議論

2 「磨く・変革する」対話

事業戦略会議、
「磨く・変革する」対話、

重点管理先に関するフォローアップ

当初計画に沿っているかの進捗確認、
更なる伸びしろの精査、想定と変わっ
た事業への対応議論

3 期中フォローアップ

約20社

約240社

経営管理対象先
（2025年度末） モニタリング指標例

• 収益性・効率性実績（ROIC・EVA等）
• KPI実績・KPI設定の妥当性
• 成長性、リスク分析 ・・・
要求利回り未達先や成長鈍化先、ピークアウト先等に
関しては、戦略整合性、改善計画、保有方針等を精査

管理CF制度により、営業グループは自律的に
資産入替を判断、全社でも定期フォローアップ

経戦2027開始後、約20社が入替候補

経営計画書

内、入替候補先



成長期待の向上・資本コストの
低減に向けた取り組み
常務執行役員 CSEO 兼 金融アライアンス担当
小林 健司

3
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3 1. 企業価値・株主価値向上に向けた取り組み
 EPSの持続的な成長、DPSの累進的な成長に支えられ、当社のTSRは過去10年で見ると約12倍に増加
 経営戦略2027の取り組みにより、TSRを構成するEPSやDPSの持続的な成長継続に加え、当社ならではの「総合力」の発揮を通じた
更なる成長期待の醸成に向けた取り組みも加速させていく

27 
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0.00

100.00

200.00

300.00

FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025 FY2026

当社 TOPIX MSCI World Index

（当社最新ガイダンス）

DPS（1株当たり配当額、円）の推移 

EPS成長 2倍
（FY2016～FY2025）

EPS（1株当たり利益）の推移（FY2016=100として指数化）TSR（株主総利回り）の推移（2016年3月末=1として指数化）

1.00

3.00

5.00

7.00

9.00

11.00

13.00

15.00 当社
TOPIX（配当込み）
MSCI World Index（配当込み）

中経2024 経戦2027

出所：市場データおよび会社資料を基に当社作成
※当社TSRは配当を税引前で再投資したトータルリターン指数を基に算出。TOPIX・MSCI World Indexは配当込み指数。

TSR

12倍
年平均成長率 28%
（2016年3月末～2026年3月末）

（当社最新ガイダンス）

営業収益
キャッシュフロー
平均成長率

10％以上

追加配分枠は
成長投資若しくは
自己株式取得へ
機動的に配分

累進配当

経営戦略2027 フレームワーク

EPS成長・
1株価値向上を支える原資

配当再投資リターン・
還元の持続性
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3

IR・SR面談件数

海外
投資家
40％

国内
投資家
60％

2022年度 約500件 2025年度 約600件

海外
投資家

60％

国内
投資家
40％

海外投資家
を中心に増加

コーポレート部局

2. 資本市場との対話を通じた経営の深化

 資本政策の予見性
 レバレッジ活用方針
 株価・資本コスト認識  ・・

資本市場

CSEO組織

資本市場のみならず
多様なステークホルダーの
声を経営資源として重視

資本市場の
関心事・テーマなどを
体系的に収集

金融アライアンス

CSEO兼務組織の元、事業サイドでも
資本市場とのネットワークを構築・強化、

当社の事業投資ケイパビリティの強化を推進

毎四半期決算に加え、
イベント毎に都度フィードバックを実施

従来の取締役会宛報告に加え、
取締役会・監査等委員会・その他経営会議等の
複数の会議体でタイムリーなフィードバックを実施

 資本市場との対話で得た論点は、取締役会、マネジメント、各グループへ継続的かつ適時にフィードバック
 第三者視点を成長戦略に取り組むことで、経営議論への活用・企業価値向上の実現を目指す

 ポートフォリオの方向性
 成長投資と必要資本
 「総合力」のトラックレコード ・・・

取締役会／マネジメント

市場の関心事・テーマ例

営業グループ 地政学・市況変動の影響
 成長戦略の方向性
 アセット保有意義・方針  ・・・

資本市場との対話で得た視点を
経営議論にも活用

アクション例

 資本政策・資本効率
 資金配分・投融資規律
 市場評価視点の把握・分析  ・・・

 経営戦略
 ポートフォリオマネジメント
 経営指標・株主還元  ・・・

 開示拡充
 グループ戦略
 投融資審議
 投資回収方針  ・・・
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3
資本市場の声

3. 資本コスト低減に向けたビジビリティ向上の取り組み例

（2025年6月事業戦略対話）

経営戦略2027や中長期における
セグメント毎の戦略を
詳細に知りたい

IRイベントを通じ、
セグメント毎の戦略を
定量・定性両面で説明

（2025年度決算説明会資料）

「磨く・変革する」「創る」による
取組進捗や計画の解像度を

上げてほしい

計画内訳、
主要な事業毎の取組内容・
進捗状況などを開示

（米国南部ヘインズビルシェールガス事業参画 説明会）

（2025年度決算説明会資料）

実行した投資内容について
利益貢献開始時期や
貢献額について知りたい

主要案件の投資額・
利益貢献時期・規模等を
リスト開示
（個別に案件説明会も実施）

 資本市場の声を受け、当社戦略・利益成長の解像度向上に取り組んでいる

GHG削減に対する考え、
各Scopeの削減量や削減貢献量、
財務影響をより詳しく知りたい

施策プロセス及び
分析結果の開示
（Scope1・2の開示に加え、3全カテゴリー、
削減貢献量、気候関連のリスク・
機会の財務的影響の開示などを実施）

（サステナビリティ・レポート2025）

（サステナビリティウェブサイト）

https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/event/investor-day2025.html
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/event/investor-day2025.html
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/event/investor-day2025.html
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/event/investor-day2025.html
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetihttps:/www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetings/pdf/260501/20260501j.pdfhttps:/www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetings/pdf/260501/20260501j.pdfngs/pdf/260501/20260501j.pdf
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetings/pdf/260501/20260501j.pdf
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetings/pdf/260501/20260501j.pdf
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetihttps:/www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetings/pdf/260501/20260501j.pdfhttps:/www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetings/pdf/260501/20260501j.pdfngs/pdf/260501/20260501j.pdf
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/event/260116.html
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/event/260116.html
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetihttps:/www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetings/pdf/260501/20260501j.pdfhttps:/www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetings/pdf/260501/20260501j.pdfngs/pdf/260501/20260501j.pdf
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetings/pdf/260501/20260501j.pdf
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetings/pdf/260501/20260501j.pdf
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetihttps:/www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetings/pdf/260501/20260501j.pdfhttps:/www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetings/pdf/260501/20260501j.pdfngs/pdf/260501/20260501j.pdf
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/esg/pdf/202603ja.pdf
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/esg/pdf/202603ja.pdf
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetihttps:/www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetings/pdf/260501/20260501j.pdfhttps:/www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/meetings/pdf/260501/20260501j.pdfngs/pdf/260501/20260501j.pdf
https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/sustainability/
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3 4. 当社のポートフォリオ構成
 循環型成長により変容する当社のポートフォリオ構成を資本市場の皆様に分かりやすくお伝えする開示を継続していく

市況変動の影響を受けづらい事業領域において、当社ならではの価値創造により収益水準を底上げしつつ、
金属資源やエネルギー分野では下方耐性を強化しつつ市況のアップサイドを取り込み、ポートフォリオを強靭化していく

ポートフォリオバランス（投融資残高）

基盤事業の強化に加え、
当社の「総合力」を活かした
価値創出が期待できる

食料資源といった川上領域や、
C to Bバリューチェーンといった

川下領域にて
当社ならではの価値を創出し、
更なるバリューアップを目指していく

LNG・銅をはじめとする
将来需要に応じた

優良資産の積み上げや、
エネルギー事業においては、

非在来型上流ガス資産を起点に、
フットプリントを有するLNG・電力事業等との

バリューチェーンを構築し、
コモディティ価格の上昇を超えた

価値創造を目指す

2026年度
投融資残高見通し

約14兆円

電力事業

C to B VC
約10％

基盤事業
約30％

金属資源
約20％

内、サーモン
養殖事業

食料資源
約10％

シェールガス
事業

LNG事業等

エネルギーVC
約30％

高 低市況変動影響度
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3 5. カーボンニュートラル社会への実現に向けた取り組み

• 気候変動の影響度が高いグリーン／トランスフォーム事業については、脱炭素採算影響評価やシナリオ分析を実施
• 座礁資産化リスクを回避するため、特に重要性の高いトランスフォーム事業を対象とし、リスクを評価
• 個別の案件審査に加え、全社の事業戦略会議では、GHG削減目標を踏まえた討議を行い、戦略・投資計画を策定

• 責任あるEXの実践に向け、安定供給や低・脱炭素といった地域ごとの課題に対して最適なEXソリューションを提供する
ことで、エネルギーの供給基盤強化と社会の持続可能な発展に貢献し、さらなる成長と企業価値向上を目指す

• 様々なシナリオに対応することを想定し、2030年度のGHG削減排出量目標を「30%減から半減」へ改定（2020年度比）

2020年度
基準年度

2,890 30%減～半減

2050年
目標※2

単位: 万t-CO2e

2030年度
目標※1,2

30%減

半減

ポートフォリオ入替
再エネ調達 等

再エネ調達・CCS・
燃料転換・次世代エネルギー・

新技術 等

ネットゼロ

 当社は本年5月に『カーボンニュートラル社会へのロードマップ2.0』を公表。「安定供給」「価格受容性」「低・脱炭素」という3つの
エネルギー課題に正面から向き合い、「責任あるエネルギー・トランスフォーメーション」を実践していく

 自社の排出削減と社会への貢献を一体として経営戦略を推進し、2050年ネットゼロに向けた進捗を促進していく

当社削減目標対象排出

約4億t-CO2e

2030 20502024

Scope3削減取組事例
• CO2回収実証実験
• CCS／CCUSの取組

当社関連
GHG総排出量

当社GHG総排出量

20302024 2050

当社が創出する
削減貢献量

約1億
t-CO2e

削減貢献量の
推移

• 社会全体の低・脱炭素を測る指標として、削減貢献量を算定
• 銅事業をはじめとした、多様なEX戦略の取り組みを通じ、
脱炭素社会への移行に貢献していく

• 当社排出量削減目標の達成に加え、バリューチェーン全体の排
出（Scope3）削減も重要であり、Scope3排出量のモニタリング・
開示を実施

※1  2030年度目標のバウンダリーは基準年度を踏襲。GHG排出量削減目標に係る削減計画や施策は、技術発展・経済性・政策/制度支援などの進捗に応じて柔軟に変更。 なお、バウンダリーには、Scope1・2およびScope3の一部を含む。
※2  削減努力を進めた上でも削減目標未達の場合については、炭素除去を含めた国際的に認められる方法 (カーボンクレジット等) でオフセットすることを検討する。



（本資料における留意点について）
本資料における 「連結純利益」は、非支配持分を除く、当社の所有者に帰属する当期純利益の金額を表示しています。

（本資料利用上のご注意）

本資料にて開示されているデータや将来予測（中長期の成長イメージなどを含む）は、本資料の発表日現在の判断や入手可能な情報及びそれに基づく仮定を踏まえてのもの
であり、種々の要因により変化する可能性があります。これらの目標や予想の達成、及び将来の業績を保証するものではありません。特に、本資料に含まれる投資パイプラインや
構想段階の案件に関する記述は、将来の実行を含め何らのまたは成果を表明、保証するものではありません。実際の業績は、商品市況、為替動向、各国の政策・規制、事業
環境の変化、その他諸般の事情の影響により、これらの見通しと大きく異なる可能性があります。また、これらの情報は、今後予告なしに変更されることがあります。従いまして、本
情報及び資料の利用は、利用者ご自身の判断に基づき行っていただきますようお願いします。本資料利用の結果生じたいかなる損害についても、当社は一切責任を負いません。
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